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法
定
要
件
（
所
得
税
の
源
泉
徴
収
義
務
者
で
あ
る
こ
と
）
に
該
当
す
る
事
業
主
の
皆
さ
ん
へ

特
別
徴
収
（
給
与
天
引
き
）

　

特
別
徴
収
っ
て
何
？

　

地
方
税
法
は
、
事
業
所
等
に
勤

務
す
る
従
業
員
等
（
納
税
者
）
の

個
人
住
民
税
（
市
町
村
民
税
・
道

府
県
民
税
）
を
、
所
得
税
の
源
泉

徴
収
義
務
者
（
給
与
支
払
者
）
が

従
業
員
等
の
給
与
か
ら
引
き
去
っ

て
市
町
村
に
納
税
す
る
こ
と
を
定

め
て
い
ま
す
。
こ
の
徴
収
方
法
を

特
別
徴
収
と
い
い
、
こ
の
義
務
を

負
う
給
与
支
払
者
を
特
別
徴
収
義

務
者
と
い
い
ま
す
。

　

こ
の
特
別
徴
収
を
し
て
い
た
だ

く
た
め
に
は
、
市
町
村
が
給
与
支

払
者
を
特
別
徴
収
義
務
者
に
指
定

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

静
岡
県
と
県
内
市
町
で
は
、
納

税
者
の
税
負
担
の
公
平
性
の
確
保

と
法
令
遵
守
の
観
点
か
ら
、
個
人

住
民
税
の
特
別
徴
収
義
務
者
の
指

定
を
徹
底
し
て
い
き
ま
す
。

　

特
別
徴
収
の
メ
リ
ッ
ト

　

特
別
徴
収
に
は
、
次
の
よ
う

な
メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
ま
す
。

① 

納
税
義
務
者
本
人
が
年
税
額

を
年
４
回
で
支
払
う
普
通
徴

収
と
比
べ
て
、
特
別
徴
収
は

12
回
払
い
と
な
る
た
め
、
納

税
義
務
者
（
従
業
員
）
の
１

回
あ
た
り
の
納
税
額
が
少
な

く
な
る
と
と
も
に
、
納
期
限

を
気
に
し
な
く
て
も
い
い
の

で
、納
め
や
す
く
な
り
ま
す
。

② 

事
業
主
の
皆
さ
ん
に
と
っ

て
、
所
得
税
は
毎
月
の
給
与

か
ら
徴
収
額
を
計
算
し
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
が
、
個
人

住
民
税
は
市
町
か
ら
前
も
っ

て
毎
月
の
徴
収
額
を
通
知
す

る
た
め
、
計
算
の
わ
ず
ら
わ

し
さ
が
あ
り
ま
せ
ん
。

個人住民税の特別徴収
制度の流れ

個
人
住
民
税
の

平
成
24
年
度
か
ら
、
法
定
要
件
に
該
当
す
る
す
べ
て
の
事
業
主
の
皆
さ
ん
に
、
個
人

住
民
税
の
特
別
徴
収
を
実
施
し
て
い
た
だ
き
ま
す
（
平
成
23
年
11
月
中
に
指
定
予
告
通
知
が

送
付
さ
れ
な
か
っ
た
事
業
主
の
皆
さ
ん
も
法
定
要
件
に
該
当
す
れ
ば
平
成
24
年
度
に
特
別
徴
収
義
務
者
に
な
り
ま
す
）。

税
務
署
が
出
張
説
明
し
ま
す

年
末
調
整
＆

青
色
決
算
説
明
会

　

平
成
23
年
分
の
年
末
調
整
・
青
色
決
算
な
ど
の
説

明
会
を
開
催
し
ま
す
。

と　

き　

11
月
25
日
（
金
）

　
　
　
　

①
10 

時
〜
11
時
30
分

　
　
　
　
　

年
末
調
整
等
説
明
会

　
　
　
　
　
　
　
（
法
人
、
個
人
の
源
泉
徴
収
義
務
者
）

　
　
　
　

②
13 

時
30
分
〜
15
時

　
　
　
　
　

青
色
決
算
等
説
明
会

　
　
　
　
　
　
　
（
個
人
の
青
色
申
告
者
）

と
こ
ろ　

ア
ク
シ
ス
か
つ
ら
ぎ
多
目
的
ホ
ー
ル

持
ち
物　

 

郵
送
さ
れ
た
年
末
調
整
関
係
の
書
類

＊ 

平
成
23
年
分
か
ら
青
色
決
算
書

用
紙
は
確
定
申
告
書
用
紙
等
に

同
封
さ
れ
ま
す
。

＊ 

関
係
書
類
が
不
足
し
て
い
る
場

合
は
、
会
場
ま
た
は
税
務
署
で

お
受
け
取
り
く
だ
さ
い
。

　

問
合
せ　

三
島
税
務
署

　
　
　
　
　

☎
０
５
５
（
９
８
７
）
６
７
１
１

　
　
　
　
　

自
動
音
声
案
内
『
２
』
を
選
択

　
　
　
　
　

↓ 

年
末
調
整
等
説
明
会
に
関
す

る
相
談
は
法
人
課
税
部
門

　
　
　
　
　

↓ 

青
色
決
算
等
説
明
会
に
関
す

る
相
談
は
個
人
課
税
部
門

問合せ　課税課
☎ 055-948-2918

詳しくは、国税庁ホームページ平成 23 年分年末調整のしかた
　　http://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/pamph/gensen/
　　nencho2011/01.htm または三島税務署まで。
問合せ　三島税務署　☎ 055（987）6711　自動音声案内「２」を選択

問合せ
市県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税

　　　  徴収対策課　☎ 055-948-2912
後期高齢者医療保険料

　国保年金課　☎ 055-948-2905
介護保険料　　      高齢者支援課　☎ 0558-76-8009
上下水道料金、下水道受益者負担金

　　　  上下水道課　☎ 055-948-2911

『年末調整』は、給与所得者一人ひとりについて、毎月（日）の給料や
賞与などの支払いのときに源泉徴収した税額と、その年の給与の総

額について納めなければならない税額（年税額）とを比べてその過不足額
を精算する手続きです。
　大部分の給与所得者は、この年末調整によってその年の所得税の納税が
完了し、改めて確定申告の手続きをとる必要がなくなるわけですから、非
常に大切な手続きといえます。給与を支払う事業主の皆さんは、昨年から
変更された次の２点に注意して年末調整してください。

① 年齢 16 歳未満の扶養親族（以下『年少扶養親族』）
に対する扶養控除が廃止されたことに伴い、扶養控
除の対象が、年齢 16 歳以上の扶養親族（以下『控
除対象扶養親族』）とすることになりました。
② 年齢 16 歳以上 19 歳未満の人の扶養控除の上乗せ
部分（25 万円）が廃止され、これらの人に対する
扶養控除の額が 38万円となったことに伴い、特定
扶養親族の範囲が、年齢 19 歳以上 23 歳未満の控
除対象扶養親族に変更されました。
③ 源泉徴収税額表は、控除対象配偶者、控除対象扶養
親族の人数など（扶養親族等の数）に応じて、税額
を算出することになりました。

正しい
年末調整を

給与を支払う事業主の皆さんへ

１．扶養控除の見直し

① 年少扶養親族に対する扶養控除が廃止されたことに
伴い、控除対象配偶者または扶養親族が同居特別障
害者である場合に、配偶者控除または扶養控除の額
に 35 万円を加算する措置は、同居特別障害者に対
する障害者控除の額を１人につき 75 万円（特別障
害者である場合の障害者控除額 40 万円に 35 万円
を加算した額）とする制度に改められました。
② 給料や賞与に対する源泉徴収税額は、年少扶養親族
が障害者（特別障害者を含む）または同居特別障害
者に該当するときは、今までどおり、これらのいず
れかに該当するごとに扶養親族などの数に１人を加
えて計算します。

２．同居特別障害者加算の特例措置の変更

●
口
座
振
替
で
き
る
税
な
ど

　

 

市
県
民
税（
普
通
徴
収
）、
固
定
資
産

税
、
軽
自
動
車
税
、
国
民
健
康
保
険

税（
普
通
徴
収
）、
後
期
高
齢
者
医
療

保
険
料（
普
通
徴
収
）、
介
護
保
険
料

（
普
通
徴
収
）、
上
下
水
道
料
金（
水

道
料
金
・
下
水
道
使
用
料
・
公
営
簡

易
水
道
）、
下
水
道
受
益
者
負
担
金

●
取
扱
金
融
機
関

　

 

静
岡
銀
行
、
ス
ル
ガ
銀
行
、
三
島
信

用
金
庫
、伊
豆
の
国
農
業
協
同
組
合
、

静
岡
中
央
銀
行
、静
岡
県
労
働
金
庫
、

み
ず
ほ
銀
行
、
三
菱
東
京
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀

行
、
ゆ
う
ち
ょ
銀
行

●
口
座
振
替
で
き
る
預
金
の
種
類

　

 

普
通
預
金
、
当
座
預
金
、
納
税
準
備

預
金
（
市
税
に
限
る
）

●
申
込
み
方
法

　

預
金
口
座
の
あ
る
取
扱
金
融
機
関
、

各
担
当
課
、
各
庁
舎
市
民
課
い
ず
れ
か

の
窓
口
へ
、
申
込
み
に
必
要
な
も
の
を

持
参
し
て
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
（
＊

ゆ
う
ち
ょ
銀
行
の
場
合
の
み
、
直
接
ゆ

う
ち
ょ
銀
行
窓
口
へ
）。
な
お
長
期
間

振
替
が
さ
れ
な
い
場
合
、
金
融
機
関
な

ど
に
よ
り
口
座
振
替
情
報
が
削
除
さ
れ

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

忙
し
い
人
、
現
金
を
持
ち
歩
き
た
く
な
い
人
な
ど
に

口
座
振
替
の
ス
ス
メ

●
申
込
み
に
必
要
な
も
の

・ 

通
帳
か
口
座
番
号
が
わ
か
る
も
の

・
預
金
口
座
届
出
印

・ 

納
税
通
知
書
（
上
下
水
道
料
金
は

除
く
）
な
ど
納
税
義
務
者
の
氏
名

が
わ
か
る
も
の

●
振
替
開
始
時
期

　

申
し
込
み
１
カ
月
後
以
降
の
納
期

限
か
ら
と
な
り
ま
す
（
申
し
込
み
の

月
ま
た
は
翌
月
始
め
の
納
期
限
に
つ

い
て
は
振
替
が
間
に
合
わ
な
い
こ
と

が
あ
り
ま
す
）。

特集　納得！知っトク　税のこと①特集　納得！知っトク　税のこと②
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問
合
せ　

徴
収
対
策
課

　

☎
０
５
５（
９
４
８
）２
９
１
２

11
月
11
日
〜
17
日
は
『
税
を
考
え
る
』
週
間

税
金
は
納
期
限
ま
で
に
納
め
ま
し
ょ
う

税
金
は
、
教
育
・
福
祉
な

ど
の
サ
ー
ビ
ス
、
道
路
・

水
路
や
公
共
施
設
の
維
持
管
理

な
ど
、
よ
り
よ
い
ま
ち
づ
く
り

に
活
用
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か

し
、
税
金
の
納
付
が
滞
っ
て
し

ま
う
と
こ
れ
ら
の
公
共
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
す
る
た
め
の
財
源
が

不
足
し
、
皆
さ
ん
の
生
活
に
多

大
な
影
響
を
及
ぼ
し
て
し
ま
い

ま
す
。

　

税
金
は
定
め
ら
れ
た
納
付
期

限
ま
で
に
納
付
を
お
願
い
し
ま

す
。
納
付
期
限
内
に
納
付
し
て

い
た
だ
い
た
人
と
の
公
平
性
を

保
ち
、
市
税
の
税
収
を
適
正
に

確
保
す
る
た
め
に
も
市
で
は
、

や
む
を
得
な
い
理
由
で
一
時
的

に
納
税
が
困
難
な
人
と
、
納
付

で
き
る
の
に
納
付
し
な
い
滞
納

者
と
を
見
極
め
、
法
律
の
規
定

に
基
づ
き
厳
格
な
滞
納
処
分
を

行
っ
て
い
き
ま
す
。 滞

納
に
は
厳
格
に
対
応
～
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
公
売
な
ど
も
活
用

 

税
金
の
納
付
が
遅
れ
る
と
…

◆
延
滞
金
や
督
促
手
数
料
を
加
算

　

納
付
期
限
を
過
ぎ
て
納
付
す
る

と
、
そ
の
遅
延
し
た
税
額
に
対
し
て

延
滞
金
が
加
算
さ
れ
ま
す
。
ま
た
、

督
促
状
が
発
せ
ら
れ
る
と
督
促
手
数

料
（
一
通
に
つ
き
１
０
０
円
）
も
加

算
さ
れ
ま
す
。

　

延
滞
金
は
、
納
付
期
限
の
日
か
ら

納
め
る
日
ま
で
の
期
間
の
日
数
に
応

じ
、
年
14
・
６
％
（
＊
納
期
限
後
１

カ
月
は
４
・
３
％
）
の
割
合
で
す
。

＊
納
期
限
後
１
カ
月
の
延
滞
金
の
割

合
は
毎
年
変
更
と
な
り
ま
す
。（
平

成
23
年
は
４
・
３
％
）

 

税
金
を
納
め
ず
に
い
る
と
…

◆ 

差
し
押
さ
え
な
ど
の
強
制
処
分

　

納
付
期
限
ま
で
に
納
付
い
た
だ
け

な
い
場
合
は
、
督
促
状
を
送
付
し
ま

す
。
督
促
状
を
送
付
し
て
、
な
お
納

付
い
た
だ
け
な
い
場
合
は
催
告
書
や

電
話
な
ど
で
催
告（
納
税
の
お
願
い
）

を
行
い
ま
す
が
、
そ
れ
で
も
納
付

い
た
だ
け
な
い
場
合
は
、不
動
産
、

動
産
、
債
権
な
ど
を
差
し
押
さ
え

ま
す
。
差
し
押
え
は
、
個
人
（
ま

た
は
法
人
）
の
生
活
・
経
済
活
動

な
ど
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
た

い
へ
ん
厳
し
い
強
制
処
分
で
す
。

◆ 

公
売
な
ど
の
強
制
換
価
処
分

　

大
切
な
市
税
を
確
保
す
る
た
め

ストップ！

滞 納

 

ま
ず
は
ご
連
絡
く
だ
さ
い

◆ 

納
税
相
談
に
応
じ
ま
す

　

納
期
限
内
で
の
納
付
が
困
難
な

特
別
な
事
情
が
あ
る
場
合
、
徴
収

対
策
課
（
伊
豆
長
岡
庁
舎
）
へ
ご

相
談
く
だ
さ
い
。
月
曜
日
〜
金
曜

日
は
８
時
30
分
〜
17
時
15
分
、
木

曜
日
は
19
時
ま
で
相
談
を
お
受
け

で
き
ま
す
。

◆ 

口
座
振
替
を
利
用
で
き
ま
す

　

忙
し
く
て
納
付
に
行
く
時
間
の

な
い
人
に
は
、
便
利
な
口
座
振
替

を
お
勧
め
し
て
い
ま
す
。
納
付
書

な
ど
の
裏
面
に
記
載
さ
れ
て
い
る

金
融
機
関
と
市
役
所
で
手
続
き
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
（
詳
し
く
は

19
ペ
ー
ジ
参
照
）。

差し押さえの例 ･･･ 乗用車等
のタイヤロック（車輪止め）
伊豆長岡庁舎ロビーに展示中

【 滞納処分の移項段階 】

に
や
む
を
得
ず
行
う
最
終
的
な
処

分
で
す
。
今
年
11
月
に
動
産
の
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
公
売
を
実
施
す
る

予
定
で
す
。
こ
れ
は
、
捜
索
に
よ

る
差
押
物
件
を
換
価
す
る
も
の

で
、
今
後
も
強
制
換
価
処
分
を
継

続
し
て
実
施
す
る
予
定
で
す
。

災
害
ま
た
は
盗
難
な
ど
の
被
害
に
よ
っ
て
資
産
に
損
害
を

受
け
た
場
合
に
は
、
確
定
申
告
時
に
雑
損
控
除
と
し
て

一
定
金
額
の
所
得
控
除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　 対　象　　次の①・②両方に当てはまること
　① 資産の所有者が、納税者本人、または納税者と生計が同じ配偶者やその他の親族で、その
年の総所得金額が 38万円以下の人であること

　② 生活に通常必要な住宅、家具、衣類などの資産であること（事業用の資産や別荘、書画、
骨とう品、貴金属などで、１個または１組の価額が 30万円を超えるものなどは不可）

　損害の原因　　次の①～④のいずれかに限る（詐欺や恐喝の場合は不可）
　① 震災、風水害、落雷など自然現象の異変による災害
　② 火災、火薬類などの爆発など、人為による異常な災害
　③害虫などの生物による異常な災害
　④盗難や横領

　雑損控除できる金額　　次の①・②のうち、いずれか多い方の金額
　①（差引損失額）－（総所得金額等）× 10％
　②（差引損失額のうち災害関連支出の金額）－５万円
　＊ 損失額が大きくその年の所得金額から控除しきれない場合には、翌年以後（３年間が限度。ただし、
東日本大震災によるものは５年間が限度）に繰り越して、各年の所得金額から控除することができ
ます。なお、雑損控除は他の所得控除に先立って控除します。

　計算のしかた
　差引損失額＝損害金額＋災害関連支出の金額－保険金などにより補てんされる金額
　＊１「損害金額」とは、損害を受けた時の直前の資産の時価を基にして計算した損害の額です。
　＊２ 「災害関連支出の金額」とは、災害により滅失した住宅、家財などを取り壊しまたは除去するた

めに支出した金額です。
　＊３ 「保険金などにより補てんされる金額」とは、災害などに関して受け取っ

た保険金や損害賠償金などの金額です。
　＊４ 事業用資産の損失額については雑損控除ではなく、事業所得を計算する

上での必要経費となり、その額は帳簿価額を基準に計算します。
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　手続き
　確定申告書に雑損控除に関する事項を記載すると
ともに、災害関連支出の金額の領収を証する書類を
添付するか、提示してください（り災証明書の交付
を受けている場合は、り災証明書を添付するか、提
示）。上図のように明細書を整理しておくと確定申
告のときに便利です。また、被害があったことによっ
て受け取る保険金、損害賠償金、災害見舞金などが

ある場合は、これらの金額のわかるものも必要です。
　＊ 給与所得のある人は、このほかに給与所得の源泉徴収票（原

本）を申告書に添付してください。
　＊ 家財の買い換え費用は、雑損控除の対象にはなりません。
　＊ 雑損控除とは別に、その年の所得金額の合計額が 1,000

万円以下の人が災害にあった場合は、災害減免法による所
得税の軽減免除があり、どちらか有利な方法を選べます。

雑損控除の問合せ　三島税務署　☎ 055-987-6711　自動音声案内「２」を選択
り災証明書の問合せ　市役所地域安全課　☎ 055-948-1412
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